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部がより長く厚くなっており、成形難易度が高くなっている（図
2）[1]。

図1　「NMAX」YECVT 板鍛造スクリュウ部品
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　本部品の特徴として、フランジ部とボス部の板厚比は約1.7
であり、ボス部の長さもスターターギアと比較して約1.3倍程度
と長くなっていることが挙げられる。このため、ボス部を座屈さ
せずに材料を塑性流動させることが成形上の重要な課題であ
る。また、フランジ部に設けられた小径ボスはハーフピアス成形
により一体成形されており、従来の別体ピン圧入方式からピン
一体化構造へと変更することで、コスト低減を図っている。次章
では、YEC 板鍛造工法による初の量産部品として「NMAX」に
搭載された YECVT 基幹部品である板鍛造スクリュウ部品の開
発ポイントについて述べる [2]。

3 		 工法開発のポイント工法開発のポイント
3-1. 絞り 引張り成形による塑性流動
　板素材からの成形は、通常の鍛造成形とは異なり、材料が圧
延により薄く延伸された状態にあるため、必要な部位へ少しず
つ塑性流動させる必要がある。そのため、本工法では引張りを
主体とした絞り成形を複数回繰り返す再絞り成形を採用してい
る。板素材は圧延方向により材料の流動特性が異なる“異方性”
を有しており（図3）、絞り成形時にはこの影響を最小化する技
術が求められる。
　さらに、板幅方向においても材料特性に差があり、コイル端
部と中央部では引張特性が大きく異なる（図4）。

図3　絞り成形ポイント

図4　材料レイアウト
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図2　YECVT スクリュウ板鍛造
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　実際に端部および中央部にて引張試験と組織調査を実施し
た結果、コイル端に近いほど伸びが小さく、材料組織が粗大化
していることが確認された（図5、6、7）。また、面内異方性は JIS 
Z 2254に規定される式⊿ r ＝（r0＋r90）/2-r45により評価さ
れ、⊿ r が0に近いほど真円に近いワーク形状が得られる。特
にコイル端から30mm 位置では⊿ r が極端に小さく、絞りフラ
ンジ外径ヒケ（図8）の要因となっている。このような材料特性を
踏まえ、材料歩留まりを最適化した工程設計を行うことで、
YECVT スクリュウ板鍛造部品のコスト低減および量産化を実
現した。

　本開発を通して得られた材料異方性パラメーター（ランク
フォード値＝ r 値）を解析へフィードバックすることで、1部品内
で異なる材料特性を再現したマルチマテリアル解析技術を確
立することができた（図9）。このように、工法開発領域における
解析技術の活用範囲は拡大しており、製造アプローチに加えて
材料アプローチを含めた工法開発が求められている。

図9　マルチマテリアル解析
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3-2. 鍛造 圧縮成形による増肉成形
　スクリュウ部を構成するボス部に材料の増肉を施す方法とし
て、鍛造による圧縮成形加工を適用し、絞り成形では得られな
い大きな塑性流動を実現している。YECVTスクリュウ板鍛造工
程図を図10に示す。成形の要点は、ボス部を座屈させることな
く材料を圧縮成形することである。技術的には、鍛造前の素材

図5　引張試験　伸び比較（SPHC）

図6　引張試験　⊿ r 比較（SPHC）
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図7　材料組織比較（SPHC）

図8　絞りフランジ外径ヒケ
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形状の最適化と材料の拘束方法の検討が必要である。最適化
に際しては、図11に示す予備成形形状から重要な機能パラメー
ターを抽出し、鍛造成形解析を実施しながら導出している。

図10　YECVT 板鍛造工程図

図11　予備成形　形状検討

　本工法の最大の要点は、予備成形形状における板厚 xt と
テーパ角度θという重要パラメーターに対して条件振り解析を
行い、座屈の有無を確認したことである。図12、図13にその結
果を示す。予備成形から本鍛造工程まで両立可能なテーパ角
度θを選定し、板厚比を適切に配分することで、YEC 板鍛造工
法による初の量産部品である YECVT 駆動部品では、従来にな
い高い増肉率（素材板厚 t に対するボス板厚1.7倍）を達成し
ている。材料の座屈を防止するには、金型による拘束条件の設
定が不可欠である。圧縮成形の初期段階では非拘束状態であ
るが、成形が進行するにつれて外径部および内径部を拘束す
ることで座屈を防止している（図14）。

3-3. カーボンニュートラルおよび工程削減への取組み
　本開発で採用した YEC 板鍛造工法は、鍛造完成品までの全
工程を冷間成形で校正しており、従来の熱間鍛造品と比較して
カーボンニュートラル効果が高い。鍛造工程全体での CO₂排
出量は約56％削減される見込みである（図15）。また、標準的
な絞り成形では多工程となるため、型数およびショットの削減
が生産性向上および CO₂削減の鍵となる。量産化を実現した
YECVT 板鍛造部品では、絞り工程における絞り率配分および
荷重バランスの最適化により、ショット数を従来の5ショットか
ら2ショットへ削減し、生産性向上と環境性能の両立を達成して
いる。今後も、従来の成形手法にとらわれず、材料特性を活かし
た自在な成形制御により、さらなる工程削減を目指した多様な
成型方案を検討していく。

図13　鍛造座屈 NG 例
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図14　鍛造増肉　成形過程

図15　鍛造ワーク1個あたり CO2排出量

熱間鍛造 

加熱 
図12　θ /xt 条件振り解析結果

○：予備成形、本鍛造ともに座屈なし
×：予備成形にて座屈あり
△：予備成形座屈なしだが本鍛造にて座屈あり
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4 		 今後の展開今後の展開

　インドネシアにて量産を開始した新「NMAX」の YECVT スク
リュウ部品を皮切りに、今後も量産効果の高い部品への技術展
開を図り、ASEAN 各拠点への導入を進めることで、現地量産機
種のコスト低減および商品価値の向上に寄与する方針である。
さらに、従来のモーターサイクル部品に加え、EV 製品などへの
適用範囲を拡大し、複合塑性工法（板鍛造工法）による新たな
付加価値を低コストで提供していく考えである（図16）。

5 		 おわりにおわりに

　ヤマハ発動機グループにおける YEC 板鍛造工法は、鍛造成形
領域とプレス板金成形領域の中間に位置し、技術開発の観点から
今後さらなる進化が期待される領域である。また、カーボンニュー
トラルにおいても有用な技術であり、今後は材料メーカーとの連
携を図り、リサイクル材料を含めた素材段階からの CO2排出削減
とコスト低減の両立を目指した新たな取り組みを推進していく。
　今後もヤマハ発動機グループの新たな商品価値の向上を目
指し、これまでにない新工法をタイムリーに提案することで、商
品のコスト低減、機能向上および CO2削減を両立させる “物創
り技術” の提供を継続していく所存である。
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図16　YEC 板鍛造技術展開

■著者

田丸 翔吾
Shogo Tamaru
ヤマハモーター
エンジニアリング株式会社
生産技術部

北郷 博成
Hironari Hongo
ヤマハモーター
エンジニアリング株式会社
生産技術部

https://global.yamaha-motor.com/jp/design_technology/technical/publish/pdf/browse/54gs03.pdf
https://global.yamaha-motor.com/jp/design_technology/technical/publish/pdf/browse/54gs03.pdf
https://global.yamaha-motor.com/jp/design_technology/technical/publish/pdf/browse/54gs03.pdf
https://global.yamaha-motor.com/jp/design_technology/technical/presentation/pdf/browse/59gs01.pdf
https://global.yamaha-motor.com/jp/design_technology/technical/presentation/pdf/browse/59gs01.pdf
https://global.yamaha-motor.com/jp/design_technology/technical/presentation/pdf/browse/59gs01.pdf

